
関係法律等 
 
● 部落差別の解消の推進に関する法律（抄） 

（平成 28 年法律第 109 号） 
（目的） 
第一条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するととも

に、情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化

が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享

有を保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許

されないものであるとの認識の下にこれを解消することが

重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、基

本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明ら

かにするとともに、相談体制の充実等について定めること

により、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない

社会を実現することを目的とする。 
 
（基本理念） 
第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等し

く基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重さ

れるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する

必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努める

ことにより、部落差別のない社会を実現することを旨として、

行われなければならない。 
 
（国及び地方公共団体の責務） 
第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消

に関する施策を講ずるとともに、地方公共団体が講ずる部

落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報

の提供、指導及び助言を行う責務を有する。 
２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の

解消に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、国及び他

の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情に応

じた施策を講ずるよう努めるものとする。 
 
（相談体制の充実） 
第四条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための

体制の充実を図るものとする。 
２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その

地域の実情に応じ、部落差別に関する相談に的確に応ず

るための体制の充実を図るよう努めるものとする。 
 
（教育及び啓発） 
第五条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓

発を行うものとする。 
２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その

地域の実情に応じ、部落差別を解消するため、必要な教育

及び啓発を行うよう努めるものとする。 
 
（部落差別の実態に係る調査） 
第六条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資する

ため、地方公共団体の協力を得て、部落差別の実態に係る

調査を行うものとする。 
 
 
 
● 障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（抄）     （平成 25 年法律第 65 号） 
第一章 総則 
（目的） 
第一条 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八

十四号）の基本的な理念にのっとり、全ての障害者が、障

害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人として

その尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障

される権利を有することを踏まえ、障害を理由とする差別

の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事

業者における障害を理由とする差別を解消するための措

置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を

推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔

てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共

生する社会の実現に資することを目的とする。 
 

（定義） 
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 
一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含

む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）

がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日

常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるも

のをいう。 
二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生

活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、

慣行、観念その他一切のものをいう。 
三 行政機関等 国の行政機関、独立行政法人等、地方公共

団体（地方公営企業法（昭和二十七年法律第二百九十二

号）第三章の規定の適用を受ける地方公共団体の経営す

る企業を除く。第七号、第十条及び附則第四条第一項にお

いて同じ。）及び地方独立行政法人をいう。 
四 国の行政機関 次に掲げる機関をいう。 

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除

く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関 
ロ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法

律第八十九号）第四十九条第一項及び第二項に規定す

る機関（これらの機関のうちニの政令で定める機関が置

かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除

く。） 
ハ 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第

三条第二項に規定する機関（ホの政令で定める機関が

置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除

く。） 
ニ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内

庁法（昭和二十二年法律第七十号）第十六条第二項の

機関並びに内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮

内庁法第十八条第一項において準用する場合を含む。）

の特別の機関で、政令で定めるもの 
ホ 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第

八条の三の特別の機関で、政令で定めるもの 
ヘ 会計検査院 

五 独立行政法人等 次に掲げる法人をいう。 
イ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律

第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をい

う。ロにおいて同じ。） 
ロ 法律により直接に設立された法人、特別の法律により

特別の設立行為をもって設立された法人（独立行政法

人を除く。）又は特別の法律により設立され、かつ、その

設立に関し行政庁の認可を要する法人のうち、政令で

定めるもの 
六 地方独立行政法人 地方独立行政法人法（平成十五年

法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政

法人（同法第二十一条第三号に掲げる業務を行うものを

除く。）をいう。 
七 事業者 商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人

等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）をいう。 
 



（国及び地方公共団体の責務） 
第三条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、

障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策

を策定し、及びこれを実施しなければならない。 
（国民の責務） 
第四条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害

を理由とする差別の解消が重要であることに鑑み、障害を

理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めなけれ

ばならない。 
 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配

慮に関する環境の整備） 
第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実

施についての必要かつ合理的な配慮を的確に行うため、自

ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員

に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければ

ならない。 
 
第三章 行政機関等及び事業者における障害を理由とする

差別を解消するための措置 
（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 
第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、

障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱い

をすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならな

い。 
２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害

者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思

の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重

でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならな

いよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、

社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮

をしなければならない。 
 
（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 
第八条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由とし

て障害者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、

障害者の権利利益を侵害してはならない。 
２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会

的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった

場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、

障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障

害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁

の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をするよう

に努めなければならない。 
 
第四章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置 
（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 
第十四条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族そ

の他の関係者からの障害を理由とする差別に関する相談

に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する

紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の

整備を図るものとする。 
 

（啓発活動） 
第十五条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の

解消について国民の関心と理解を深めるとともに、特に、

障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消

を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。 
 
（情報の収集、整理及び提供） 
第十六条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取

組に資するよう、国内外における障害を理由とする差別及

びその解消のための取組に関する情報の収集、整理及び

提供を行うものとする。 
 
 
 
● 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組の推進に関する法律（抄） 

（平成 28 年法律第 68 号） 
我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域の

出身であることを理由として、適法に居住するその出身者又

はその子孫を、我が国の地域社会から排除することを煽動す

る不当な差別的言動が行われ、その出身者又はその子孫が

多大な苦痛を強いられるとともに、当該地域社会に深刻な亀

裂を生じさせている。 
もとより、このような不当な差別的言動はあってはならず、

こうした事態をこのまま看過することは、国際社会において我

が国の占める地位に照らしても、ふさわしいものではない。 
ここに、このような不当な差別的言動は許されないことを宣

言するとともに、更なる人権教育と人権啓発などを通じて、国

民に周知を図り、その理解と協力を得つつ、不当な差別的言

動の解消に向けた取組を推進すべく、この法律を制定する。 
 
第一章 総則 
（目的） 
第一条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言

動の解消が喫緊の課題であることに鑑み、その解消に向け

た取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を明ら

かにするとともに、基本的施策を定め、これを推進すること

を目的とする。 
 
（定義） 
第二条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差

別的言動」とは、専ら本邦の域外にある国若しくは地域の

出身である者又はその子孫であって適法に居住するもの

（以下この条において「本邦外出身者」という。）に対する差

別的意識を助長し又は誘発する目的で公然とその生命、

身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知し

又は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域外にあ

る国又は地域の出身であることを理由として、本邦外出身

者を地域社会から排除することを煽動する不当な差別的

言動をいう。 
 
（基本理念） 
第三条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の

解消の必要性に対する理解を深めるとともに、本邦外出身

者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄与す

るよう努めなければならない。 
 
（国及び地方公共団体の責務） 
第四条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組に関する施策を実施するとともに、地方公

共団体が実施する本邦外出身者に対する不当な差別的言

動の解消に向けた取組に関する施策を推進するために必

要な助言その他の措置を講ずる責務を有する。 
２ 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言

動の解消に向けた取組に関し、国との適切な役割分担を踏

まえて、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう努める

ものとする。 
 
第二章 基本的施策 
（教育の充実等） 
第六条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解



消するための教育活動を実施するとともに、そのために必

要な取組を行うものとする。 
２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該

地域の実情に応じ、本邦外出身者に対する不当な差別的

言動を解消するための教育活動を実施するとともに、その

ために必要な取組を行うよう努めるものとする。 
 
 
 
● アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現す

るための施策の推進に関する法律（抄） 

（平成 31 年法律第 16 号） 
第一章 総則 
（目的） 
第一条 この法律は、日本列島北部周辺、とりわけ北海道の

先住民族であるアイヌの人々の誇りの源泉であるアイヌの

伝統及びアイヌ文化（以下「アイヌの伝統等」という。）が置

かれている状況並びに近年における先住民族をめぐる国

際情勢に鑑み、アイヌ施策の推進に関し、基本理念、国等

の責務、政府による基本方針の策定、民族共生象徴空間

構成施設の管理に関する措置、市町村（特別区を含む。以

下同じ。）によるアイヌ施策推進地域計画の作成及びその

内閣総理大臣による認定、当該認定を受けたアイヌ施策推

進地域計画に基づく事業に対する特別の措置、アイヌ政策

推進本部の設置等について定めることにより、アイヌの

人々が民族としての誇りを持って生活することができ、及

びその誇りが尊重される社会の実現を図り、もって全ての

国民が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会の実現に資することを目的とする。 
 
（定義） 
第二条 この法律において「アイヌ文化」とは、アイヌ語並びに

アイヌにおいて継承されてきた生活様式、音楽、舞踊、工芸

その他の文化的所産及びこれらから発展した文化的所産

をいう。 
２ この法律において「アイヌ施策」とは、アイヌ文化の振興並

びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発（以下

「アイヌ文化の振興等」という。）並びにアイヌの人々が民族

としての誇りを持って生活するためのアイヌ文化の振興等

に資する環境の整備に関する施策をいう。 
３ この法律において「民族共生象徴空間構成施設」とは、民

族共生象徴空間（アイヌ文化の振興等の拠点として国土交

通省令・文部科学省令で定める場所に整備される国有財

産法（昭和二十三年法律第七十三号）第三条第二項に規

定する行政財産をいう。）を構成する施設（その敷地を含

む。）であって、国土交通省令・文部科学省令で定めるもの

をいう。 
 
（基本理念） 
第三条 アイヌ施策の推進は、アイヌの人々の民族としての誇

りが尊重されるよう、アイヌの人々の誇りの源泉であるアイ

ヌの伝統等並びに我が国を含む国際社会において重要な

課題である多様な民族の共生及び多様な文化の発展につ

いての国民の理解を深めることを旨として、行われなけれ

ばならない。 
２ アイヌ施策の推進は、アイヌの人々が民族としての誇りを

持って生活することができるよう、アイヌの人々の自発的意

思の尊重に配慮しつつ、行われなければならない。 
３ アイヌ施策の推進は、国、地方公共団体その他の関係する

者の相互の密接な連携を図りつつ、アイヌの人々が北海道

のみならず全国において生活していることを踏まえて全国

的な視点に立って行われなければならない。 

第四条 何人も、アイヌの人々に対して、アイヌであることを理

由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為

をしてはならない。 
 
（国及び地方公共団体の責務） 
第五条 国及び地方公共団体は、前二条に定める基本理念に

のっとり、アイヌ施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。 
２ 国及び地方公共団体は、アイヌ文化を継承する者の育成

について適切な措置を講ずるよう努めなければならない。 
３ 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動その他の活

動を通じて、アイヌに関し、国民の理解を深めるよう努めな

ければならない。 
４ 国は、アイヌ文化の振興等に資する調査研究を推進するよ

う努めるとともに、地方公共団体が実施するアイヌ施策を

推進するために必要な助言その他の措置を講ずるよう努

めなければならない。 
 
（国民の努力） 
第六条 国民は、アイヌの人々が民族としての誇りを持って生

活することができ、及びその誇りが尊重される社会の実現

に寄与するよう努めるものとする。 
 
 
 
● ハンセン病家族国家賠償請求訴訟の判決受入

れに当たっての内閣総理大臣談話 

（令和元年７月 12 日閣議決定） 
本年６月２８日の熊本地方裁判所におけるハンセン病家族

国家賠償請求訴訟判決について、私は、ハンセン病対策の歴

史と、筆舌に尽くしがたい経験をされた患者・元患者の家族

の皆様の御労苦に思いを致し、極めて異例の判断ではありま

すが、敢えて控訴を行わない旨の決定をいたしました。 
この問題について、私は、内閣総理大臣として、どのように

責任を果たしていくべきか、どのような対応をとっていくべき

か、真剣に検討を進めてまいりました。ハンセン病対策につい

ては、かつて採られた施設入所政策の下で、患者・元患者の

皆様のみならず、家族の方々に対しても、社会において極め

て厳しい偏見、差別が存在したことは厳然たる事実でありま

す。この事実を深刻に受け止め、患者・元患者とその家族の

方々が強いられてきた苦痛と苦難に対し、政府として改めて

深く反省し、心からお詫び申し上げます。私も、家族の皆様と

直接お会いしてこの気持ちをお伝えしたいと考えています。 
今回の判決では、いくつかの重大な法律上の問題点があり

ますが、これまで幾多の苦痛と苦難を経験された家族の方々

の御労苦をこれ以上長引かせるわけにはいきません。できる

限り早期に解決を図るため、政府としては、本判決の法律上

の問題点について政府の立場を明らかにする政府声明を発

表し、本判決についての控訴は行わないこととしました。その

上で、確定判決に基づく賠償を速やかに履行するとともに、

訴訟への参加・不参加を問わず、家族を対象とした新たな補

償の措置を講ずることとし、このための検討を早急に開始しま

す。さらに、関係省庁が連携・協力し、患者・元患者やその家

族がおかれていた境遇を踏まえた人権啓発、人権教育などの

普及啓発活動の強化に取り組みます。 
家族の皆様の声に耳を傾けながら、寄り添った支援を進め、

この問題の解決に全力で取り組んでまいります。そして、家族

の方々が地域で安心して暮らすことができる社会を実現して

まいります。 


